
はじめに

国家の体制移行期に、旧体制下での人権侵害行為を明らかにし、犯罪行為の責任を追及し、

被害者への救済措置を講じる「移行期正義」の取り組み、手続きやメカニズムについての学

術的な議論は、1980年代後半より活発になされてきた。「民主的な政府が旧体制をいかに清

算するのか」（1）という問いは、体制転換を遂げた国の政府にとって、重要な意味をもってい

た。新たな政権が、軍事政権下での人権侵害行為の責任を追及できるのか、それとも民主的

な政権の安定のためには人権侵害行為を処罰しないことが、社会にとって望ましいのか、人

権侵害行為の被害者にはどのような措置が講じられるのか、など、さまざまな正義の在り方

について論じられてきた。移行期正義の議論は、体制移行における正義の追及を模索する営

みと、その取り組みが抱える矛盾や問題点を示すものであった。

国際社会において、体制移行の正義の追及が論じられる背景には、国際人権法や国際人道

法の発展、紛争後の平和構築における国際機関の取り組みの拡大、国際的な刑事裁判所の設

立がある。本稿では、移行期正義における国際機関の役割について、21世紀を中心に論じる（2）。

1 移行期正義への国際機関の関与

移行期正義は、軍事政権や紛争下において生じた人権侵害行為と折り合いをつけるために、

真実を明らかにし、犯罪行為者を処罰しまたは公職から追放し、被害者の救済を行ない、社

会制度を改革することにより再発を防止する取り組みである。このような取り組みは、1980

年代以降にみられるようになった。軍事政権から民主的な政権への移行を経験したラテンア

メリカ諸国において、民主的な政権を維持するために、軍事政権下での人権侵害行為とその

行為に責任をもつ政治指導者をどのように処遇するのかは、国家の安定と発展にとって重要

な意味を有していた。

体制移行という、本来であれば主権国家内における事項に、国際機関がかかわるようにな

った理由として、次の点が挙げられる。

第1に、国際的な人権規範の進展である。第2次世界大戦後の、世界人権宣言の採択をは

じめ人権諸条約の制定と諸原則の採択は、人権が普遍的なものであり、あらゆる社会におい

て適用される規範であるという理解を広めた。また条約の策定と批准は国家による人権規範

の順守を促し、人権条約機関における国家の人権状況についての審査、人権諸条約の規定に
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ついての一般見解の発表、特定の人権問題についての調査は、国際社会に共通する人権規範

を涵養してきた。

第2に、体制の移行期に、旧政権の人権侵害行為について判断を行なうことは、新政権に

とっては正当性の確保にもつながった。ただし国内の機関では人権侵害行為を特定できない

場合には、恣意的になされる正義の追及を排除する必要があった。そこで第三者機関として

の国際機関の関与により、客観的な正義の追及が目指された。また冷戦後に、大国間の対立

がなくなり、国際機関を通じての取り組みがより積極的になされるようになった。1990年代

の旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所（ICTY）やルワンダ国際刑事裁判所（ICTR）における個

人の訴追と処罰は、国際法に基づく個人の訴追処罰を可能にし、大規模な人権侵害に対して

も不処罰とせずに個人を訴追し処罰することへの理解が共有されていった。加えて、チリの

ピノチェト元大統領に対する、拷問の容疑によるスペインへの引き渡しの要求とイギリスで

の逮捕は、過去に不処罰とされた政治指導者による行為であっても、国際法に基づいて訴追

される可能性を示した（3）。

第3に、国際機関はさまざまな主体が関与できる場であり、また組織としての機能を担っ

てきた。国家の代表により構成される国際機関において、非政府組織（NGO）や市民社会は

市民を代表する組織として、国家による人権侵害について情報を提供するとともに、市民社

会のネットワークを構築して国際法諸原則の確立を唱道した。またNGOや市民社会は、国際

刑事裁判所（ICC）の設立にも実質的にかかわった（4）。正義の追及の実施には、多様な組織や

団体との協力が不可欠であり、国際機関は、さまざまな主体がその決定や活動に関与できる、

国家から独立して活動する組織として、正義の追及に役割を担ってきたのである。

2 国際機関の役割

国際連合にとって、移行期正義は、責任追及を確保し、正義が行なわれ、和解を達成する

ためのあらゆる種類のプロセスとメカニズムである（5）。国連を中心とする国際機関の取り組

みとして、基準の策定、メカニズムの設置、重大犯罪行為の訴追と処罰、情報の収集と保管

（ドキュメンテーション）等がある。

（1） 国際的な基準の策定

国際機関は国際社会の指針となる原則を作成する。正義の追及と関連する文書として「不

処罰と闘う原則」「不処罰と闘う更新された原則」（不処罰と闘う原則および更新原則）と、「国

際人権法の大規模な違反と国際人道法の重大な違反の被害者の救済と賠償の権利に関する基

本原則とガイドライン」（6）（被害者救済賠償原則）が挙げられる。

上述のとおり、1980年代には、政治指導者によって行なわれた人権侵害行為について個人

の責任を追及しない代わりに、旧政権の指導者に体制移行後の政権への協力を求め、社会を

安定させること、つまり平和が優先されてきた。しかしながら、人権の保護と促進の重要性

が確認されるなかで、不処罰を防止する原則が策定され更新された（7）。

不処罰と闘う原則および更新原則においては、国家の義務が提示される。国家の義務とは、

人権侵害行為を調査し行為者を訴追し処罰する適切な措置をとること、人権侵害の被害者と
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犯罪行為者を特定すること、被害者に効果的な救済を提供し被害者が賠償を得ることを確保

すること、さらに侵害行為の再発防止のために必要な措置をとることである。これら義務は、

被害者がもつ司法への権利、知る権利、効果的救済と賠償の権利、再発防止を保証する権利

に対応し、メカニズムとして、裁判、真実追究の機関、賠償、制度改革が定められている。

更新原則において国家の義務として、以下の点が指摘される。人権が侵害された場合には、

国家は被害者と加害者を特定し、加害者を訴追し処罰する一方、被害者に救済措置を講じる

ことが求められる。さらに人権侵害行為の再発防止策についても求められる。つまりは不処

罰に対処するためには、刑事司法機関のみならず、国家による包括的なアプローチの必要性

が明示されている。ここには、人権は、国家からの不当な介入を受けずに尊重されることに

加えて、積極的に保証され履行されなければならない、という考えがみられる（8）。

この不処罰と闘う原則および更新原則は、責任追及に向けたグローバルな傾向を示してい

る（9）。更新原則の作成者によれば、同文書は、確立した国際法諸原則を反映したソフトロー

として機能し、また不処罰と闘う取り組みの戦略的な枠組みとして、実行を通じて創られた

基準である（10）。既存の法と実行を参考に策定された原則は、国境を越えて適用されうる普遍

的な原則なのである。

もう一方の、被害者救済賠償原則は、重大な人権侵害行為の被害者の救済される権利を確

認したものである。この文書は、国際人権法の大規模な違反に加えて、国際人道法の重大な

違反行為によって損害を受けた被害者が、救済として、適切、効果的、迅速な補償を受ける

国際的な権利をもつことを定めている。個人の被害への賠償については、伝統的に国家間関

係の文脈で論じられているが、被害者救済賠償原則は、国際人権法と国際人道法の違反行為

に対して個人が補償を受ける権利について、条約等において考慮されつつあることを反映し

ている（11）。

不処罰と闘う原則および更新原則と被害者救済賠償原則は、対をなす文書と位置づけられ

る。両文書は同一の問題を処遇し、共通の義務としての、侵害行為を予防する義務、犯罪行

為者を捜査し訴追し処罰する義務、侵害を申し立てるすべての個人に対して司法への効果的

なアクセスを提供する義務、再発防止の保証を含む、十分な賠償を提供する義務を定めるこ

とにより、相互に関連する目的に資すると考えられている。さらに両文書は、移行期正義の

プロセスにとって規範的な指針となることが目指されている（12）。

国連におけるこれら文書の作成は、国家実行や国際社会の動向を参考にしながら国際法を

確認する作業でもある。これら諸原則の確定は新たな法の創設ではないと確認されてはいる

ものの、後の実行において参考とされる原則として援用されてきた。

国連はさらに移行期正義への指導原則を作成し、移行期正義を自ら推進するための原則の

根拠を示した（13）。国連は、国際的な規範と基準に従い、移行期正義のプロセスとメカニズム

の実施を促進していかなければならない。国連による取り組みは、国連憲章に加えて、国際

人権法、国際人道法、国際刑事法、国際難民法に基づいて行なわれる。国連が移行期正義に

取り組む際には、政治的な文脈を考慮しながらも、重大な人権侵害行為の責任追及や刑事司

法、和解等への支援を行なうことが確認される。さらに国連は、国内での移行期正義のプロ
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セスを支援し、人々の能力強化を目的とする。移行期正義のプロセスは、紛争中に侵害され

た女性の権利を確保しまた被害を受けた子どもに配慮する措置が求められることや、被害者

を中心とする取り組みの必要性、さらには移行期正義のさまざまなプロセスのメカニズムを

統合することにより、包括的なアプローチをとることが文書により確認されている。

以上のとおり、国連においては正義の追及において指針となる国際法諸原則が確認され策

定されてきた。諸原則の策定から確認されるのは次の点である。まず、移行期正義の各メカ

ニズムが個別の機能を担う点である。真実委員会は刑事司法機関において個人の訴追が行な

えないことによる代替の手段ではない。また移行期正義では加害者の責任追及に加えて、被

害者に対する補償措置も講じられるが、被害者は保護され補償を受ける受動的な主体にとど

まらず、刑事裁判への参加なども目指されてきた。さらに、国際社会に共通する諸原則が確

認される一方で、正義の追及においては国家や地域における特別な状況を考慮し、現地の

人々による現地の法や制度に基づいた取り組みがなされる重要性も確認されてきた。したが

って、移行期正義においては、国際社会に共通する普遍的な原則に基づきながら、現地の状

況を考慮した個別具体的な取り組みが求められるのである。

（2） メカニズムの設置と支援

①真実委員会

体制移行期の正義の追及において国内でメカニズムが設立されるが、国連は国内の紛争解

決に関与し正義の追及にかかわる。

例えば1990年代に国連はエルサルバドル内戦の終結の仲介役を担った。エルサルバドル政

府と反政府勢力の間で締結された和平合意であるメキシコ協定に基づいて設立された真実委

員会は、国連から支援を受け、国連の事務総長によって任命された外国人により構成され、紛

争中に生じた人権侵害行為を調査し拘束力ある勧告を行なう権限が与えられた。委員会のメ

ンバーは、類似の委員会が国連や地域機関により今後も設立される可能性を示唆している（14）。

国連はまた平和活動を通じて正義の追及にも携わる。シエラレオネにおいては、1999年の

ロメ和平合意に基づいて真実和解委員会が設立された。委員会の設立には、国連事務総長特

別代表と人権高等弁務官が関与し、委員には外国人が任命された。委員会の資金調達は人権

高等弁務官事務所（OHCHR）が行ない、委員会は国連の支援により機能した（15）。ロメ和平合

意に基づいて、同国には、当時としては最大規模の平和維持活動（PKO）であった国連シエ

ラレオネ派遣団（UNAMSIL）も展開しており、国連の取り組みはシエラレオネの平和構築で

あったとも言える。

東ティモールには、独立以前の同地域を支援する目的で国連東ティモール暫定行政機構

（UNTAET）が設立された。UNTAETは正義の追及として受容真実和解委員会（CAVR）と重大

犯罪パネルを設立した。CAVRは、真実の追及と共同体の和解プロセスを主な任務とし、軽

微な犯罪行為者を共同体に受け容れる修復的な機能を担う一方で、重大な犯罪行為者につい

ては、裁判機関との協力の下で訴追し処罰するプロセスを構築した。

②刑事裁判所

移行期正義のメカニズムとして刑事裁判所が着目されたのは、旧ユーゴスラビア国際刑事
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裁判所（ICTY）およびルワンダ国際刑事裁判所（ICTR）の設立によってである。安全保障理

事会の決議に基づく国連憲章第7章の下での2つのアドホック裁判所の設立は、国際法に基づ

く個人の訴追を可能にし、重大犯罪の不処罰を見過ごさないことを国際社会に示す機会にな

った。たしかにアドホック裁判所の設立には、旧ユーゴスラビアおよびルワンダの特別な状

況において、平和の回復と維持に貢献することが意図され（16）、例外的な対応とも言える。と

はいえ、アドホック裁判所は、国際社会における重大犯罪行為者の処罰への道を開いた。

アドホック裁判所の機能の特徴として次の点を確認できる。まず、同裁判所は国際社会に

よる司法機関として独立性と中立性を確保するものとなった。アドホック裁判所は、旧ユー

ゴスラビアやルワンダのように、国家が分裂しまたは国内の状況が不安定ななかで、国際人

道法に基づき個人を訴追する、独自の裁判所として機能した。両裁判所は、多国籍の判事と

検察官により構成され、紛争地の外に設立され、現地の状況から影響を受けることなく、証

人や被疑者の安全も確保された。その一方で、アドホック裁判所が、現地の状況や法制度と

関係をもたないこと、犯罪行為の被害者にとって外部の裁判機関での審理は、正義の追及と

みなされないことなどの問題もあった。アドホック裁判所の公判は長期に及び（17）、運営には

高額の費用がかかった。

混合（ハイブリッド）裁判所の設立は、このようなアドホック裁判所において明らかにされ

た問題を解決するものでもあった（18）。（独立前の）東ティモール重大犯罪パネル、シエラレオ

ネ特別裁判所、カンボジア特別裁判部などがハイブリッド裁判所として位置づけられ、国際

機関と国家の協定に基づき、または国連による支援として設立された。

ハイブリッド裁判所は紛争後の社会における司法機関制度の（再）構築の一環でもあり、以

下の特徴がある。第1に、現地に設立されるハイブリッド裁判所は、犯罪行為地で審理がな

され、公判について現地社会に伝わることが目指された。また裁判所の活動について現地住

民への理解を深めるためにアウトリーチ活動も実施された。加えて、裁判官も外国人と自国

民により構成された。国連により任命される外国からの専門家が裁判に関与することにより、

国際的な基準に基づく裁判の実施が確保され、共同で裁判に携わる現地の裁判官にも教育効

果が期待された。その一方で、外国人の判事が現地の文脈に十分な理解がないことや、現地

の判事が多数を占める裁判においては、司法の独立が確保されない等の問題もみられた（19）。

ハイブリッド裁判所はまた国際法と国内法を援用した（20）。シエラレオネ特別裁判所では裁

判所規程とシエラレオネ国内法が競合管轄権を有し、特別裁判所はシエラレオネの他の裁判

所より優位することが規定された。東ティモールの重大犯罪パネルは、戦争犯罪、ジェノサ

イド、人道に対する罪などの重大犯罪に排他的管轄権を有し、現地の裁判所に優位した。他

方でカンボジア特別裁判部は、国際法とカンボジア国内法との関係についても、また国内の

裁判所との管轄権の競合についても規定せず、両者の関係性が不明確な状況で裁判が行なわ

れている。

ハイブリッド裁判所が、国際法と国内法双方を援用し、また重大犯罪に対して管轄権を優

先して行使することにより、重大犯罪に対する不処罰の阻止が目指されている。ただし紛争

後に新たな法制度が導入される場合には、従前の法規範や裁判制度との関係や、適用法につ
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いて混乱が生じる場合もある（21）。

（3） 犯罪行為者の訴追と処罰

国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪を行なった者を訴追する国際刑事裁判所（ICC）

は、10の事態について予備的検討を、11の事態について捜査を実施し、28の事件を扱ってい

る（2018年12月現在）（22）。正義の追及について国際法諸原則が確認されるなか、ICCは国家の

刑事裁判管轄権を補完する常設の司法機関として、国際法に基づいて個人の訴追にあたる。

ICCは不処罰の阻止、真実の追究、被害者救済の機能を担い、それにより正義の追及の重

要性を確認してきた。しかし初期には、ICCは政府から付託された事態を主に扱い、そのよ

うな政府による付託は、敵対する紛争当事者を訴追する手段としてもみなされた。またスー

ダンやリビアなど国家元首による犯罪については、安保理の決定により付託された（23）。ICC

が扱った最初の9つの事態はアフリカ諸国を対象としていたことから、アフリカ諸国とアフ

リカ連合（AU）からの反発を招いた（24）。

ICCはさらに管轄権下の犯罪の被害者について、賠償原則を確立し、被害者信託基金を設

立した。この信託基金を通じて、個人および集団としての被害者に対して賠償および支援が

行なわれる。信託基金は犯罪行為者を訴追する刑事司法制度を補う、被害者を対象とした制

度である（25）。

ICCという常設の刑事裁判所の設立とその活動は、正義の追及が体制の移行期のみならず、

あらゆる状況下で行なわれることを含意する。ICCによる重大犯罪の訴追は不処罰を見過ご

さないことを社会に浸透させるが、その一方で訴追が選別されたり、そのように捉えられた

りすることは、国際機関における正義の追及の恣意性や政治性を示すことになるだろう。

（4） 情報の収集、記録文書作成と保管（ドキュメンテーション）

人権侵害についての情報を収集し記録として保管するドキュメンテーションが、正義の追

及における重要な手段として注目されている（26）。従来は、人権侵害行為を明らかにし記録す

ることは、真実委員会の役割のひとつとして位置づけられてきた。実際には、ドキュメンテ

ーションそのものが移行期正義の機能を担う。人権侵害行為の情報の収集と保管された文書

に基づいて、将来的に人権侵害行為に責任を追及できるのみならず、客観的な歴史的事実を

記録することにもなり、事実の歪曲を防ぐ。またドキュメンテーションが紛争中に行なわれ

ることは、あらゆる状況下における正義の追及の重要性をも明らかにする。

ドキュメンテーションがいっそう重要になるのは、紛争が長期化し、紛争が終結する兆し

がみられない状況においてである。シリアにおいて紛争中に情報を収集することは、政治体

制の移行を待たずに実施される正義の追及の一形態であり、また紛争に関する証拠や歴史を

破壊する行為への抵抗でもある。ドキュメンテーションは、将来行なわれうる正義の追及の

基礎となることから、紛争後の正義の追及に備える手段でもある。また紛争後の情報の取捨

選択はそれ自体が政治的含意をもちうる。加えてドキュメンテーションには、現地で情報を

収集し記録する専門家や市民社会の積極的な役割が不可欠であり、被害者がより積極的に関

与した、現地において正当性が確認される取り組みでもある（27）。

ドキュメンテーションには、国際機関が設立する調査委員会（COI: Commission of Inquiry）
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の役割も重要である。COIによる現地調査と報告は、人権侵害行為やその行為の背景にある

社会状況についての公的な証拠として位置づけられる。COIは、人権侵害状況について調査

し、責任追及を確保するために人権侵害行為者を特定する権限を与えられる。

例えばシリアに関する独立国際調査委員会（Independent International Commission of Inquiry on

the Syrian Arab Republic）は、国連人権理事会により設立され（28）、2011年3月以降にシリアで行

なわれた国際人権法違反について調査を行ない、違反行為の責任者を特定した。同委員会は

またシリアの状況がICCで扱われることを勧告した。さらに、国連総会は、シリアにおいて重

大犯罪に責任を有する者の捜査と訴追を支援する独立メカニズム（IIIM: International, Impartial

and Independent Mechanism to Assist in the Investigation and Prosecution of Persons Responsible for the Most Seri-

ous Crimes under International Law Committed in the Syrian Arab Republic since March 2011）を設立した（29）。

IIIMは、上述の、シリアに関する独立国際調査委員会と密接に協力し、国際人権法や国際人

道法違反について証拠を収集し、整理、保管、分析し、国家や地域、国際的な裁判所におい

て、公正かつ独立した刑事手続きに基づき裁判が行なわれることを促す目的で文書を用意す

る（30）。IIIMは紛争被害者を直接に救済する措置はとらないが、刑事司法の方法を用いて刑事

訴追を支援することから「準検察的機能」（31）を担う。このプロセスにおいて、シリア国内の

市民社会との関係を構築し、現地の人々の能力が向上すれば、IIIMは長期的かつ肯定的な効

果をもたらす（32）。

ミャンマーに関しては、人権侵害行為を確認するために独立国際事実調査ミッション

（Independent International Fact-Finding Mission on Myanmar）が、国連人権理事会により設立された（33）。

同ミッションが提出した報告書は事実調査の結果に加えて、軍指導者によるジェノサイド、

人道に対する罪、戦争犯罪について捜査し訴追することを繰り返し求め、また安保理がミャ

ンマーの事態をICCに付託するかあるいはアドホックの国際刑事裁判所の設立を求めている。

同ミッションによる報告書はさらに、渡航禁止や資産凍結など責任を有する個人に対する制

裁と、ミャンマーへの武器禁輸を求めた。同ミッションはまた犯罪行為の責任者のリストを

作成しており、このリストは国連人権高等弁務官により責任追及を行なう機関と共有される。

3 移行期正義に国際機関がかかわる意義と課題

移行期正義は、上述のとおり、犯罪行為者の処罰、被害者への救済措置、和解、再発防止

を目指す包括的な取り組みである。正義を追及する措置は、画一されたものではなく、それ

ぞれの状況や文脈を考慮しなければならないことが確認されてきた。

正義の追及は、国際社会の諸原則に基づいて実施されることが望まれるが、特定の社会に

おいて、具体的にどのような措置を講じるのか、また果たしてそれが誰にとって望ましい取

り組みとなるのか問われてきた。人権侵害行為への型通りの対応を義務づけ、またそれによ

り同様の残虐な行為に対応する際に地域の多様性の範囲に配慮を欠くことは国際法にとって

有用なのか、あるいは各社会特有の地域性を優先することが最善の対応となるのか、という

ことである（34）。さらに国際機関が正義追及のプロセスにかかわる状況において、課題も明ら

かになる。
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（1） 正義の追及における対立と協力

国際機関が正義の追及に関与を深めたことにより、国際法諸原則に基づいた正義の追及が

実施され、包括的な取り組みがなされるようになった。他方で、平和と正義のジレンマは問

われ続けてきた。たしかに平和と正義は相互に強化される責務であり、両者が対立しあうと

いう考えは受け入れられない（35）。また刑事裁判所における国家元首や政治指導者の訴追によ

り、重大犯罪について不処罰は認められないことが確認されてきた。しかし、責任追及が政

治的に利用されているとみなされる状況は、正義を追及する制度の独立性や自立性に疑いを

抱かせる。例えば次のような例を挙げることができる。スーダンやリビアについては安保理

は ICCに事態を付託した一方、シリアに関しては、ICCに付託する決議案採択を求める声明

が国連加盟国から出されながらも、ロシアと中国の拒否権行使により決議案が採択されず（36）、

ICCに付託することはできなかった。

また ICCに事態が付託されたスーダンについても、同国が ICCの設立文書であるローマ規

程の非締約国であることに加えて、アフリカ諸国からの協力が得られず、バシール大統領を

はじめ被疑者の身柄が拘束されない状況である。AUからは、スーダンの平和と安定を損な

うことを理由に、ICCに対してバシールの訴訟事件を停止する要請がなされ（37）、AU加盟国に

対しては ICCからの脱退も呼び掛けられるなど、正義の追及は国際社会における国家間、国

際機関の間の対立をももたらした。

その一方で、ICCの設立後、各国国内の司法制度や司法のメカニズムが発展してきたこと

には、一定の評価がなされるだろう。ウガンダでは、政府と「神の抵抗軍（LRA）」との間

で、和解と責任追及議定書が締結され、調査委員会と賠償措置が定められ、高等裁判所に重

大犯罪行為を訴追する機関が設立された（38）。同国ではさらにICC法が制定され、ローマ規程

上の犯罪についてウガンダの高等裁判所が管轄権を行使する。高等裁判所内の国際刑事部門

に ICCが支援を行ない、この重大犯罪の分野において国際機関の支援によって、国内の司法

制度の発展を促すプロセスが整備されたのである。たしかに国内の刑事裁判所の設立につい

ては、スーダンのようにICCでの訴追を免れる目的であるとの批判もされるが（39）、刑事司法

制度を確立することは、国内での法の支配を実現する重要な取り組みのひとつである。国内

での司法機関に対して国際機関が支援することにより、国際的な基準に基づく刑事司法プロ

セスが、国内で定着することが期待される。

（2） 他領域との関連

正義の追及が常態となり、新体制確立後にも犯罪行為者の訴追や真実の追及が行なわれる

ことは、紛争後の社会の復興や構築における正義の追及の重要性を示してきた。すなわち正

義の追及として、自由権の侵害への対処に加えて、人権侵害を引き起こす紛争の根本原因で

ある貧困など社会の構造的な問題に着目し、人々の経済的・社会的権利を確保するために長

期的に取り組む必要性も確認される。

正義の追及は、紛争後の社会をいかに構築するのかという平和構築や開発の文脈でも論じ

られる。正義の追及はそれ自体が目的ではあるが、紛争によって被害を受けた社会の再構築

や、社会の不平等の是正など広義の意味での開発と結びつく（40）。さらに紛争を阻止し、人権
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侵害行為の再発を防ぐためには、紛争の原因である貧困の撲滅や、経済発展が必要であり、

平和を持続させるためには正義の追及が必要であると論じられてきた。

この文脈において、正義の追及と持続可能な開発目標（SDGs）との関連性が指摘される。

SDGsには暴力の削減や法の支配の促進、汚職や贈賄の削減など（目標16）、移行期正義に関

連するターゲットが含まれ、また健康的な生活（目標3）、教育（目標4）、ジェンダー平等（目

標5）、不平等の是正（目標10）においても移行期正義が役立つと論じられる（41）。つまりは正

義の追及を通じて、社会に対する人々の信頼性が構築され、人権侵害行為の再発防止が目指

されるのである。

正義の追及がより長期的かつ広範囲な枠組みで論じられることは、正義の追及について、

被害を受けた特定の社会の文脈において包括的に措置を考えることが求められている。上述

のとおり、移行期正義に画一の方法はない、と論じられているが、正義の追及は、紛争後の

社会における制度の構築に加えて、現地の人々に理解され受け入れられる措置をとり、ある

いは現地の人々が主体的に正義の追及に携わるという視点に基づいた取り組みが求められる

のである。

他方で、正義の追及を組み入れて平和構築や開発に取り組んでいくことは、国際機関にと

って課題でもある。例えばミャンマーでは政府当局によりロヒンギャをはじめ少数者に対す

る人権侵害が行なわれており、人権を重視した措置の必要性が国連で確認されていた。しか

しながら、国連が開発や人道的な考慮を優先してきたことにより、同国の人権問題がおろそ

かにされ、十分に対処されてこなかったことについて非難された（42）。国連が、正義の追及と、

平和構築や開発について、それぞれの目的を損なわずに実現していくことができるのか、問

われるであろう。

おわりに

本稿では、正義の追及において国際機関が多様な役割を担ってきたことを検証した。正義

の追及は、現在では、紛争後や体制移行のみならず、紛争中や体制の移行が終了した後にも

行なわれる、包括的な取り組みとして位置づけられる。

正義の追及に関する諸原則は、犯罪行為者の重大犯罪を見過ごさず、被害者に対する救済

の重要性を確認してきた。このことは、被害者の特定と賠償や支援の規模や範囲など、国際

社会が今後担うことが期待される役割の拡大を示す。特に紛争により被害を受けた者が多数

に及ぶ場合に、現地における正義の追及が求められながら、国際機関がどのように関与する

のか、そのような措置に対して十分な資源が確保できるのか。移行期正義の取り組みの包括

性と国際的な制度の確立は、国際社会としての正義の追及への実施の在り方を問うことにな

る。

また移行期正義の手続きやメカニズムの発展は、誰の正義が追及されるべきであり、どの

ような措置が望ましいのかについて、国際社会と現地社会、被害者と加害者の間で生じうる、

または正義の追及に内在する諸問題を改めて示した。移行期正義は、大規模な人権侵害を引

き起こす状況の原因を明らかにし、社会の構造に着目することにより平和構築や開発の領域
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との結びつきのなかでますます論じられ、他の領域との関連において実施されていく。正義

の追及が常態化するなかで、人々が求める正義の在り方と、国際社会によって主導される正

義の追及について、どのように折り合いをつけるのか、今後も問われていくであろう。
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